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目的 

 県内の魚類養殖漁場の適正利用を推進するため，漁場

の環境特性を調査し，漁場の適正な利用方法を提案する。 

 

方法 

1. 平均流速と水深 

 県内のマダイ養殖漁場 9 漁場（計 14 地点）において，

 Yokoyama et al.（2004）と羽生ら（2011）の方法に従

い，平均流速 Vc（cm/s）と水深 D1 を各地点で調査した。

すなわち，Vc は，石膏球（ドリスジャパン製）1 個を固

定した金属製の台（高さ 1m）を各地点の海底直上 1m に

2～3 日間沈め，式（1），（2），（3）により算出した。 
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 ここで，W0 は測定前石膏球湿重量（g），Ws は石膏球

支持棒重量（g），W は測定後石膏球湿重量（g），h は

石膏球設置日数（日間），T は石膏球回収時水温（℃）

を表す。 

 調査は，各地点で 7～12 月の間に計 6 回実施し，以下

の解析では，地点ごとに求めた Vc と D1 の平均値を使用

した。 

 

2. 漁場の適正な利用方法 

1）適正生簀面積率の推定 

 羽生ら（2011）の評価モデルを生簀面積 AY（m2
）に関

する式に変形して，式（4）を得た。 
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 ここで，Y は生簀直下の底泥における酸揮発性硫黄量

（AVS）の目標値（mg/g）を表し，F は羽生ら（2011）

で示されている日間給餌率幾何平均値 1.33（%），M は

冬季に生簀を漁場外へ移動しないことを示すダミー変数

Exp(1)=2.72 を表す。 

 AYは，AVS が目標値に等しいときの“半径 100m 以内

に入る生簀面積”の推定値であるから，AVS の目標値 Y

を達成するための生簀面積率限界値 RYは，式（5）で推

定できる。 
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 本事業では，Vc，D1 および式（4），（5）を用いて，

9 漁場（計 14 地点）について Y を 2.5，1.5，0.2 とした

ときの R Y=2.5，R Y=1.5，R Y=0.2 を算出した。加えて，過去

に調査した 24 漁場（計 30 地点）についても同様に    

R Y=2.5，R Y=1.5，R Y=0.2 を算出した。 

 現行のマダイ養殖の生簀面積率限界値 RPは，県内一律

で“漁場面積の 15分の 1以下=0.067”と規定されている。

この RPを RYが下回った漁場では，RPが過大である可能

性が高い。そこで，そのような地点数を Y の設定値ごと

に集計し，現行の RPの妥当性について検討した。 

2）適正な生簀間隔 

 AYと AVS の関係より，生簀は漁場内で可能な限り互

いに離して配置することが望ましい。ここで，漁場面積

と生簀の形状が正方形であると仮定し，生簀 1 辺の長さ

を LC（m），その端から隣接する生簀の端までの最短距

離すなわち生簀間隔を LD（m）と表すと，生簀 1 台単位

で RYを守るための条件は，式（6）で表される。 
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 LD について整理すると， 
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 式（7）を満たす LD が適正生簀間隔であり，その限界



値を LY（m）と表すと，LC と RYが定まれば，LYは一意

に定まる。例えば，LC が 7m，RYが現行 RPの 0.067 のと

き，LYは 20m と計算できる。本事業では，漁場ごとに求

めた RY=2.5，R Y=1.5，R Y=0.2 および LC=7 を式（7）に代入

し，LD=2.5，LD=1.5，LD=0.2 の漁場（地点）間の相違を確認

した。 

 

結果および考察 

1. 平均流速と水深 

 今回調査した地点の Vcは，最小が 4.1 cm/s，最大が 8.7 

cm/s，幾何平均値が 5.8cm/s であった。D1 は，最小が 11.6m，

最大が 32.6m，幾何平均値が 18.2m であった。 

 

2. 漁場の適正な利用方法 

1）適正生簀面積率の推定 

 R Y=2.5 は最小が 0.025，最大が 0.643 であり，RPを下回

った地点数は，44 地点中 7 地点（16%）であった。RY=1.5 は

最小が 0.019，最大が 0.482 であり，RPを下回った地点数

は，44 地点中 8 地点（18%）であった。R Y=0.2 は最小が

0.006，最大が 0.154 であり，RPを下回った地点数は，44 地

点中 35 地点（80%）であった。すなわち，RYは漁場（地

点）間で大きく異なり，現行よりも厳しい RPを設定する

必要のある漁場も存在すれば，逆に現行 RPが厳しすぎる

漁場も数多く存在することがわかった。 

2）適正な生簀間隔 

 LD=2.5 は，最小が 2m，最大が 37m，中央値が 11m であ

った。LD=1.5 は，最小が 3m，最大が 44m，中央値が 13m

であった。LD=0.2 は，最小が 11m，最大が 83m，中央値

が 29m であった。すなわち，LD=2.5，LD=1.5，LD=0.2 は漁場

（地点）によって大きく異なり，生簀間隔は漁場（地点）

ごとに，適正に保つ必要があることがわかった。 

 過去の AVS の調査によれば，RYが RPを下回っている

漁場でも，実際の AVS が環境基準値や目標値（Y）を下

回っている漁場が数多く存在する。これは，廃業等によ

り実際の生簀面積率が低下し，RPだけでなく RYをも下

回っているためと考えられる。すなわち，本事業により，

いくつかの漁場では現行 RPが過大で妥当性に欠くとの

結果が得られたが，廃業等が理由で実際の AVS が Y を

下回っている漁場については，RPを見直す緊急性は低い

と考えられる。一方，RYが RPを下回り，実際の AVS が

Y を上回っている漁場については，RPを小さく設定して

実際の生簀面積率を低下させる，生簀間隔を適正値まで

広げる，定期的に生簀移動を実施する，といった対策が

必要である。そのような漁場については，今後，本事業

の推定結果を参考にして，行政，漁業者および漁業協同

組合等が協議し，対策を講じて行く必要がある。 
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